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1．はじめに  

 いよいよ2020年東京オリンピックが目下に差し迫っている。競技種目数は、33競技339種目が実施され、参

加人数は上限 11,090人とされている[1]。その経済効果は、東京都 オリンピック・パラリンピック準備局の「東

京 2020 大会開催に伴う経済波及効果（平成29年4月）」やみずほ総合研究所の試算によると、30兆円に達する

とも予想されている[2, 3]。また予算費用も東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会（2018年 12

月21日）によると、直接経費で1兆3,500億円（このほかに予備費1,000～3,000億円）を見込んでいる[4]。こ

のように、オリンピックは経済面での影響が大きく、関連する業界も多岐に渡る。 

本稿では、そのなかでも、スポーツ用品に関連する企業、特に下表の国内外ブランドに注目して、技術動向を追

った。 

表1. 本稿で分析対象としたスポーツ用品メーカー（10ブランド） 

海外 国内 

ナイキ アシックス（7936） 

アディダス ミズノ（8022） 

プーマ デサント（8114） 

アンダーアーマー  ゴールドウイン（8111） 

ニューバランス ヨネックス（7906） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スポーツ用品メーカーの国内技術動向 
－VALUENEX技術トレンドレポート－ 

 

＜本稿のポイント＞ 

✓ スポーツ用品メーカーの国内特許の出願件数トレンドは2016年まで上昇基調 

✓ 技術的な特徴では、シューズ関連や各種スポーツ用品に関連するアイテムの技術のほか、近年は ITを

活用した技術の出願が目立つ 

✓ とくに、ブランド別では、ナイキが個人の運動状況をリアルタイムに計測する技術に注目 
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2．分析母集団 

 分析対象は、1993年から2019年の日本国公開特許公報について、10ブランド名を含む出願人を検索したと

ころ、約4100件が該当した。時系列は図1に示したとおりで、2016年までは上昇基調にある（ただし、2006

年～2010年頃は世界的な経済不況の影響を受けたと推察され、出願ペースは停滞していることが読み取れる）。

上位出願のブランドは、ミズノ（約1500件）、ナイキ（約1100件）、アシックス（約450件）であった。 

 

 

図1. スポーツ用品10ブランドの国内出願時系列推移 

 

3．クラスター解析による技術の俯瞰 

 収集した特許公開公報約4,100件について、弊社特許解析ツールであるTechRadarを用いたクラスター解析

を行った。TechRadarは、類似する文書どうしを、その件数の多寡に関係なく、その類似度の程度に応じて近く

に自動プロットを行なう。その結果をコンター図（以下、俯瞰図）として、図2に示す。件数の集積度の高い領

域から、赤、橙、黄、緑、青と変化していく。なお、俯瞰図の縦軸と横軸は意味を持たず、各特許文書の類似性

から配置された各領域の相対関係を読み解くことを目的としている。 

シューズ関連の技術領域が俯瞰図の中心に位置し、12時～3時の方向に、ミット／グローブ、ゴルフクラブ／

シャフト、バトミントンラケット、バット、テニスラケットに関連する技術領域が位置する。4時の方向にはス

キー板、キャディバッグ、シャトル、6時の方向には水着や布帛の技術領域が、7時の方向にはゴルフボールの

技術領域が存在する。9時の方向には、リアルタイムモニタリングのほか、携帯端末、その内部にユーザセンシ

ング装置の技術領域が位置する。 
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図2. スポーツ用品10ブランドの国内技術ポートフォリオ （全体俯瞰図） 

 

次に、時系列の俯瞰図を示す（図3）。本稿では、9年間隔での変化（1993年～2001年、2002年～2010年、

2011年～2019年8月）のコンター図を作成したが、最終期間のみ2019年8月末までの特許件数であることに

留意されたい。1993年～2001年は、図の中心のシューズ関連の技術領域と、右上のゴルフ、テニス、バット関

連の開発が盛んに行われていた。2002年～2010年もその傾向は大きくは変わらないが、ゴルフクラブヘッドに

関する技術開発が他の技術開発よりも相対的に取り組まれている。さらには、2011年以降から2019年にかけて

は、図の右下の位置する、携帯端末、ユーザセンシング装置、リアルタイムモニタリングに関する技術開発の集

積が高い。 

 

 

1993~2001年 
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図3. 技術ポートフォリオ（全体俯瞰図）の年次推移 

 

 次に、国内出願における上位3位のブランド（ミズノ、ナイキ、アシックス）が、どの技術領域に重点を置い

ているかを見てみる（図4）。 

ミズノは、シューズ／ソール、ミット／グローブ、ゴルフクラブヘッド、ゴルフシャフト、テニスラケット、

バットの技術領域に、特許出願が集中している。ナイキは、ゴルフクラブヘッド、シューズ用ニット、ゴルフボ

ールのほか、携帯端末、ユーザセンシング装置、リアルタイムモニタリングの領域の集積度が高くなっている。

現に、ナイキはこれらの技術を通じて、「Nike Run Club」という携帯端末上のアプリを製品化している。これ

は個人のランデータを記録し、健康や競技を始めとしたランナーの目的に応じたパーソナルトレーナーの機能を

2002~2010年 

2011~2019年 
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ユーザーに提供する機能を有する。アシックスは、シューズ／ソールの領域の集積度が最も高く、ほかにバット

関連の領域等に特許出願している。 

 

 

 

ミズノ 

ナイキ 
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図4. 出願上位3ブランドの分布状況 

 

5．おわりに  

東京オリンピックが来年に迫っていることもあり、世界のトップアスリートを支えているスポーツ用品の国内

技術動向に注目した。多くのスポーツ／競技に共通するシューズ関連の技術が俯瞰図の中心に位置し、その周辺

に、各スポーツ用品に関連する技術が配置されることが確認された。近年は、競技者やスポーツ愛好者ら個人の

運動をリアルタイムに計測する技術（携帯端末、ユーザセンシング、リアルタイムモニタリング）を対象に、研

究開発のトレンドが移ってきていることが読み取れた。また、国内ブランドにおいては、ミズノはシューズのほ

か、野球／ゴルフ／テニス用品と幅広いスポーツに関する特許を出願しているのに対し、アシックスはシューズ

を中心に力を入れていることが分かった。一方、海外ブランドに目を向けて見ると、ナイキは上述の個人の運動

状況をリアルタイムに計測する技術に注力しており、同業他社との差別化要因の1つとなっていると考えられ

る。 

 本稿では、国内外のスポーツ用品メーカーの国内技術動向を取りまとめたが、世界各国で出願／公開されてい

る特許にフォーカスすると、今回表出されなかった技術領域やトレンドが見えてくるかもしれない。 
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